Ｈ24.6.5～岩手県工業技術集積支援センター

自動車関連新技術開発支援事業費補助金制度の概要

１　制度の目的

この事業は、岩手県内に事業所等を有するものづくり企業及び大学等が、自動車関連の構成部品等に係る新技術開発を行う事業に対して、その経費の一部を補助することにより、自動車関連産業への参入促進及び取引拡大を図ることを目的としています。

２　補助対象事業

自動車関連の構成部品等（自動車及びその構成部品、並びにそれらを生産するため
に必要な設備・治具をいう。）に係る新技術開発を行う場合で、次に該当するものをいいます。

(1)　新規性・先進性に優れ、次世代自動車参入のモデルケースとなりうるもの。
　(2) 　既存部品や設備の改良など発注メーカーへの提案が見込めるもの。 
３　補助対象者

補助対象者は、補助事業の実施体制により、次のとおり区分します。　
	種別
	実施体制

	産産連携型
	産と産の2者以上によって構成された連携体で行うもの

	産学連携型
	産と学の2者以上によって構成された連携体で、共同研究契約書等で研究開発等の役割分担等の取り決めがあるもの

	産業単独型
	産が単独で行うもの


(1)　「産」とは、ものづくり基盤技術振興基本法（平成11年法律第２号）第２条第
２項に規定するものづくり事業者で、次のいずれかに該当するものをいいます。
　　ア　中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者で、岩手県内に製造事業所を有するもの。
　　イ　岩手県内に本社を有する企業。
ただし、連携相手に上記アの中小企業者が含まれている場合に限る。
(2)　「学」とは、大学、大学共同利用機関、短期大学、高等専門学校並びに研究開発
を行う財団法人及び社団法人をいいます。

４　補助対象経費

次の表に掲げる経費を対象とします。
	経費区分
	経費の内容

	製品試作費及び性能試験費
	①材料費

	
	②機械装置費（取得価格が単価500千円未満に限る。）

	
	③工具器具費（取得価格が単価500千円未満に限る。）

	
	④外注加工費

	
	⑤専門家謝金

	
	⑥旅費

	
	⑦施設使用料

	
	⑧分析測定費

	
	⑨展示会等出展費

	
	⑩上記のほか、知事が特に必要と認める経費


５　補助率及び補助限度額

(1)　補　助　率：補助対象経費の１／２以内

(2)　補助限度額

　　ア　産産連携型及び産学連携型の場合：１件あたり１００万円以内
イ　産業単独型の場合：１件あたり７０万円以内
６　補助期間

交付決定日から平成25年３月15日まで 

７　手続の流れ

①　応募（県に対して事業要望書【手引き様式１】を提出）
②　交付内定（県において事業内容等を審査し、採択の可否を通知）
③　交付申請（県に対して補助金交付申請書を提出）
④　交付決定（県において補助金交付対象事業及び補助金額を決定し通知）
⑤　遂行状況報告（必要に応じて県に対して事業の進捗状況を報告）
⑥　実績報告（県に対して事業の実績を報告）
⑦　補助金交付（補助金の支払い）
８　応募期間

平成２４年１１月２７日（火）　～　平成２４年１１月３０日（金）まで

９　応募書類

(1)　自動車関連新技術開発支援事業要望書（別紙様式）

(2)　事業計画書（様式第１号の別紙１）

(3)　収支予算書（様式第１号の別紙２）

(4)　定款

(5)　会社案内等のパンフレット

(6)　その他参考となるもの

10　採否の決定

別途、審査を行い、審査結果の評点順に、県知事が採否を決定

11　お問い合わせ先・書類提出先

〒024-0051　岩手県北上市相去町山田2-18　北上オフィスプラザ206

岩手県工業技術集積支援センター　 佐藤又は山下
TEL：0197-71-2760　　FAX：0197-67-5664

別紙様式

番　　　　　号

平成24年　月　　日

　岩手県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　（連携主体の代表者）

住　所　　

企業名     

代表者（職氏名）　　　　　　　　　　　　　印

自動車関連新技術開発支援事業要望書

　平成24年度において、自動車関連新技術開発支援事業を実施したいので、関係書類を添えて、次のとおり補助金の交付を要望します。

記

１　事業計画の内容

　　別添「補助事業計画書」のとおり。

２　補助事業に要する経費

　　金　　　　　　　　　　円

３　補助金交付要望額

　　金　　　　　　　　　　円

（担当者）

所属　　　　　　　　　　　　　

職　　   　　　　　　　

氏名　 　　　　　　　

電話番号　　　

（添付書類）

　①　補助事業計画書（要綱様式第１号の別紙１）

　②　収支予算書（要綱様式第１号の別紙２）

　③　定款

　④　会社案内等のパンフレット

　⑤　その他参考となるもの

様式第１号の別紙１
補助事業計画書
１　申請者の概要

　(1) 連携主体の代表者
	名称　
	

	代表者名及び役職名　
	

	住所　
	

	本社所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注）上記住所と同一の場合は記載不要

	操業年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　

	電話番号　　
	
	FAX番号　
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　
	

	連絡者名及び役職名　
	

	資本金(出資金)
	　千円　
	従業員
	　　人　

	主たる業種
	（日本標準産業分類、中分類）

	主たる製品等
	


　(2) 連携者（産業単独の場合は不要）
	名称　
	

	代表者名及び役職名　
	

	住所　
	

	本社所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注）上記住所と同一の場合は記載不要

	操業年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　

	電話番号　　
	
	FAX番号　
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　
	

	連絡者名及び役職名　
	

	資本金(出資金)
	　千円　
	従業員
	　　人　

	主たる業種
	（日本標準産業分類、中分類）

	主たる製品等
	


２　事業の概要

	(1) 事業計画名
	

	(2) 事業の主たる実施場所
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	(3) 事業実施期間
	　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	(4) 事業の概要
	

	(5) 他の補助金等の交付(申請)状況
	


３　事業内容

 (1) 製品開発の具体的な取組内容
	(注)事業を行う目的・手段について、工程ごとに見出しをつけつつ、不可欠な研究開発、材料や機械装置等を明確にしながら具体的な目標及びその具体的な達成手段を記載してください。



(2) 主な工程ごとのスケジュール

　事業実施期間：　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	
	　月
	　　月
	　月
	　月
	　月
	　月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


 (3) 実施体制
	(注)製品開発で実施する業務内容と、関わる関係者のそれぞれが担う役割を記載した実施体制図を簡潔に記した上で、外部機関等からの技術指導を受ける場合もその内容等を言及し、製品開発の実施過程で必要な技術等をどのように手立てするのかを具体的に記載してください。



 (4) 事業効果
	(注)事業の成果の実現により目指す会社経営の展開等について、具体的な取引先等に触れながら記載してください。



様式第１号の別紙２
収支予算書
１　収入

(単位：円)
	区　　　　　分
	補助事業に要する経費
	資金の調達先

	補　　助　　金
	
	

	自　己　資　金
	
	

	借　　入　　金
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	合　　計　　額
	
	


２　支出

(単位：円)
	区　　分
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額
	備　　考

	製品試作費及び

性能試験費
	
	
	
	

	そ　　の　　他
	
	
	
	

	合　　計　　額
	
	
	　
	


(注) 「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費のうちで補助対象となる経費」をいい、消費税は含まれないこと。

３　経費明細表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	費目
	仕様等詳細
	数量
	単位
	単価
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費(注)

	
	
	内容
	
	
	
	
	
	

	製品製作費及び性能試験費

試　　作　開　発　費
技　術　導　入　費


	材料費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	機械装置費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	工具器具費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	専門家謝金
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	施設使用料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	分析測定費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	展示会等出展費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計
	
	


(注) 「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費のうちで補助対象となる経費」をいい、消費税は含れないこと。

































